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ま え が き 

 

本資料シリーズは、労働政策研究･研修機構が今後の雇用政策の企画・立案に資すること

を目的に行った労働力人口と就業者数のシミュレーションについて、その方法と結果をまと

めたものである。日本全国のシミュレーションは、「日本の将来推計人口」（国立社会保障・

人口問題研究所、2012 年 1 月出生・死亡中位推計）を前提に、「「日本再興戦略」改訂 2015」

（2015 年 6 月 30 日閣議決定）の成果目標が達成される場合など複数のシナリオで、性・年

齢階級別に、また、就業者数については産業別に、2030 年まで行ったものである。そして、

全国のシミュレーションの結果や「日本の地域別将来推計人口」（国立社会保障・人口問題研

究所、2013 年 3 月）を踏まえて、都道府県別の労働力需給の試算も行っている。 

我が国は今後、総人口が減少する中、少子高齢化がさらに進展するものと予想され、労働

力人口の減少が懸念されている。このため、女性、若者、高齢者等がもっと自分の能力を活

かして活き活きと働ける社会とすることが政策目標とされている。さらに、人口減少・少子

高齢化という課題に対して国と地方で総力を挙げて取り組むことが必要であり、そのため地

域がもっと自らの特徴を活かして自律的で持続的な社会とすることが政策目標とされてい

る。それぞれの地域における労働力人口や就業者数の動向が、なおさら注目されるところで

ある。 

当機構では過去数次にわたり、「労働力需給の推計」として、労働力人口と就業者数のシ

ミュレーションを行ってきた。結果は、厚生労働省の雇用政策研究会の議論に、あるいは公

的年金の財政検証等に役立てられてきた。本資料シリーズでまとめたシミュレーションの結

果も、2014 年 10 月から開催された厚生労働省の雇用政策研究会に使用され、2015 年 12 月

にまとめられた同研究会報告書に引用されたものである。 

雇用政策の企画・立案に、また、労働力供給、需要構造の変化に関する分析の基礎資料と

して、本資料を広く活用していただければ幸いである。 
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